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研究成果の概要（和文）：わが国の農業・農村政策について，定量的なエビデンスやEvidence based Policy 
Makingに結びつく実証研究は乏しい状況にあった。そこで本研究では，農林水産統計の個票ミクロデータを用い
て，農業構造・経営政策や農業環境政策の評価ならびに農業・農村の動態把握を行った。そして，農業経営の法
人化が農業経営体にもたらすインパクト，中山間地域等直接支払制度の効果，さらには農業補助金が地代にもた
らす影響や集落営農による集団的農地利用の成立条件などを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：There is little empirical evidence or quantitative evaluation of Japan’s 
agricultural or rural policy. The purpose of this study is to investigate the impacts of 
agricultural structure, farm management and agri-environmental policy, and to clarify the dynamics 
of the rural sector using micro-data such as farm-level data from agricultural censuses. Our 
findings indicate that the incorporation of farm management had positive effects on agricultural 
sales, and less-favoured areas payments fostered continued land use and prevented farmland 
abandonment through maintenance of farm households and household members, though these effects are 
modest. Additionally, we found that agricultural subsidies had a slight impact on increasing the 
proportion of farmland rents and that the level of community functions, such as the number of local 
meetings were positively associated with the farmland consolidation of community farming.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 政策評価　ミクロデータ　農業・農村政策

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国の農業経済分野において研究蓄積が乏しかった，ミクロデータによる家計・経営体レベルからの政策評価
や，集計データでは明らかにできない，農業・農村の動態やダイナミズムを定量的に明らかにし，農業・農村政
策の改善・立案に資する基礎的かつ多様な知見を導出した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 近年，個票データなどミクロデータの分析手法の進展を背景として，効果的な政策の立案・遂
行のための Evidence based Policy Making（証拠に基づく政策形成，以下 EBPM）の必要性が指
摘されている（市村 2010，斎藤編 2013）。周知のとおり，EBPM とは，客観的なデータに基づ
き，政策の効果を検証し，政策の立案，実効，データに基づく点検・評価，そしてその検証結果
に基づく改善を繰り返す PDCA サイクルを行い，政策の質や効果を高めようとする考え方のこ
とである。 
 わが国の農業・農村政策についてみると，その必要性は指摘されつつも，EBPM に基づく政
策効果の検証はほとんど行われてこなかった。この原因の一つとして，客観的なデータに基づく
検証を行う際に必要とされる，ミクロデータ，とりわけ農林統計の個票データの利用が困難であ
ったことがあげられる。 

従来，目的外利用申請を行うことで，農林統計の個票データの利用は可能であったものの，申
請から実際の利用までに多くの時間を要し，また，利用目的や利用項目が限定されることもあり，
農業経済分野における個票データの利用は進んでいなかった（齋藤編 2013，藤栄 2017）。他方，
2007 年の統計法の全部改正と相前後して，様々な分野を対象に，官庁統計をはじめとするミク
ロデータの研究利用が進みつつある（小原 2015）。こうした動きの中で，わが国の農林統計ミク
ロデータの利用についても，少数の事例ながら，ミクロ実証分析による政策評価の取り組みがあ
った（たとえば，高山・中谷 2014）。 

しかし，わが国の農業・農村政策について，ミクロデータを用いて政策評価を行う試みは少な
く，定量的なエビデンスや EBPM に結びつく実証研究は乏しい状況にある。こうしたことから，
ミクロデータの分析手法の進展を踏まえつつ，わが国における主要な農業・農村政策の評価を行
う必要性が指摘されている（藤栄 2016，中谷 2016）。 

 
２．研究の目的 
 
 上記の背景を踏まえて，本研究では，農林水産省統計部との連携関係をベースに，これまで蓄
積されてきた農林水産統計の個票ミクロデータを用いて，①わが国農業・農村の動態や農家家計
の変貌，すなわち農業・農村のダイナミズムを，ミクロデータに基づき作成したパネルデータに
よって明らかにすること，ならびに②「農林業センサス」をはじめとする農林統計のパネルデー
タを用いて，主に 2000 年代以降に実施された施策の評価を定量的に行うことを目的とした。 

わが国の農業経済分野において，ミクロデータによって家計・経営体のレベルから農業・農村
の動態やダイナミズムを定量的に検討した研究や，ミクロデータを活用した政策評価は乏しい。
本研究はこうした研究の間隙を埋め，農業・農村政策の改善に資する多様な政策的含意の導出を
めざす研究として位置づけられる。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では，農林統計個票のパネルデータを用いて，各研究参画者が農業構造政策をはじめと
する農業・農村政策の効果を定量的に把握・検証した。あわせて，研究参画者が各課題に関連す
る，農業・農村の動態や農家家計の変貌を整理し，農業・農村のダイナミズムを把握し，2000 年
以降の農業・農村の動態と農業政策の展開過程との関連を検討した。主に利用したデータセット
は，『農林業センサス』，『農業経営統計調査』ならびに『集落営農実態調査』である。そして，
これらのデータセットを用いて，また，必要に応じて，現地調査の結果を踏まえつつ，計量経済
学的手法を通じて，主に①農業構造政策や経営政策の評価，②農業環境政策の評価ならびに③農
業・農村のダイナミズムの解明に取り組んだ。 
 具体的には，①の農業構造政策・経営政策の評価では，農業経営の法人化が農業経営体にもた
らしたインパクトを評価するとともに，農業補助金の地代ならびに経営規模拡大への影響を検
討した。②の農業環境政策については，中山間地域等直接支払制度が農業構造に及ぼした影響を
検討した。③の農業・農村におけるダイナミズムの解明として，稲作単一経営のトップ経営体の
特徴や動態を検討するとともに，トップ経営体における消費者への直接販売が農業経営体にも
たらしたインパクトを評価した。さらに，農村における女性の役割に着目し，農業委員会におけ
る女性委員の登用が資源管理にもたらす影響や，集落営農による集団的農地利用の成立条件に
ついてもあわせて検討した。 
 
４．研究成果 
 
 ①の農業構造政策・経営政策の評価について，まず，農業経営の法人化が農業経営体にもたら
したインパクトとして，法人化は多くの地域で農産物販売金額の増加，六次産業化の展開や雇用
創出に寄与していることがわかった。このことから，農業経営の法人化には，組織形態の変更に
とどまらないインパクトがあり，雇用創出や六次産業化の展開といった形で地域経済に貢献す
る，波及効果を伴うことが示唆された（藤栄 2020）。次に，農業補助金の地代ならびに経営規模
拡大への影響について，補助金が地代に転化する現象（補助金の地代化）はわずかにみられるも



のの，アメリカを対象とした先行研究に比して，その影響は軽微であることや，補助金が経営規
模拡大を牽引することを表すエビデンスが得られた（中嶋他 2018a,b）。 
 ②の農業環境政策の評価として，中山間地域等直接支払制度の参加集落の農家では，農地借入
の増加を通じて，経営規模が拡大しており，こうした動きは大規模農家ほど明確に現れているも
のの，全サンプルでは当該制度の規模拡大への効果は小さいことがわかった。また，直接支払は
農地の継続的な利用を促進し，農家と世帯構成員の維持により，耕作放棄の抑制に寄与したもの
の，そのインパクトは小さかったことを明らかにした（Takayama et al. 2020）。 
 ③の農業・農村におけるダイナミズムの把握として，稲作単一経営のトップ経営体に着目して，
その特徴と動態を整理し，トップ経営体では他の経営体よりも借地化と法人化が進展している
ことや，経営規模の成長速度は他の経営体よりも速く，とりわけ雇用法人経営について，このこ
とがあてはまることを明らかにした（藤栄・仙田 2018）。さらに，トップ経営体における消費者
への直接販売が農業経営体にもたらしたインパクトを検討し，近年の大規模経営体では、消費者
への直接販売の実施率が低下傾向にあり，出荷先を消費者への直接販売から小売業者や食品製
造業・外食産業へとシフトさせつつあることや，消費者への直接販売は家族経営体で農産物販売
額を高める効果が確認された一方で、組織経営体ではそうした効果はみられなくなりつつある
ことを明らかにした（藤栄・仙田 2020）。 

また，農業委員会における女性委員の登用が農地保全にもたらす影響を検討し，女性委員の割
合の高い農業委員会では，農地保全が大幅に改善していることを明らかにした（Takayama et al. 
2018）。他方，集落営農による集団的農地利用の成立条件も検討し，基盤整備が進むほど，集落
営農が農地を集積することや，集落内の農地を集団的に利用する割合が高まることが示唆され
ることや，集落機能が活発であるほど，集落営農による集団的な農地利用が行われやすいことな
どを明らかにした（高橋他 2020）。 
 以上のように，わが国の農業経済分野において研究蓄積が乏しかった，ミクロデータによる家
計・経営体レベルからの政策評価や，集計データでは明らかにできない，農業・農村の動態やダ
イナミズムを定量的に明らかにし，農業・農村政策の改善・立案に資する基礎的かつ多様な知見
を導出することができた。 
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